２０１２人事院勧告・報告の概要
自治労北海道本部賃金労働部作成
●　給与勧告
	　①　月例給、一時金とも改定なし
②　50歳台後半層における給与水準の上昇を抑制するため、昇給・昇格制度を見直し


１　月例給与の較差
　給与減額支給措置による削減前　　　　△0.07％　（△273円）（昨年△0.23％、△899円）
　給与減額支給措置による削減後　　　　　7.67％　　28,610円
○　以下の諸事情を踏まえ、月例給の改定は行わない
　・　これまで官民較差が小さく、俸給表や諸手当の改定を行うことが困難な場合は月例給の改定を見送っている
　・　特例減額後は、公務が民間を7.67％下回っていることを勘案（2013年度末までの措置）
	民間給与
①
	国家公務員給与
②
	較　　差
①－②（円）
（（①－②）／②）×100％

	４０１，５１６円
	〔減額前〕
４０１，７８９円
	〔減額前〕
△２７３円（△0.07％）

	
	〔減額後〕
３７２，９０６円
	〔減額後〕
２８，６１０円（7.67％）


　　☆　特例減額が無い場合で比較し較差がほとんどないため俸給表の改定はしない



２　一時金の改定見送り
　2011年８月から2012年７月まで民間の特別給の支給実績（支給割合）と公務の年間の支給月数を比較した結果、公務の支給月数（現行3.95月）は、民間の支給割合（3.94月）と均衡しており、改定は行わない。
３　給与制度の改正等
（１）昇給・昇格制度の改正
　　給与構造改革の経過措置廃止後も50歳台後半層における官民の給与差は相当程度残るため、職員の昇給・昇格制度を改正する
　　①　昇給制度－55歳以上の職員は「良好」では昇給なし（特に良好1号、極めて良好2号）
　　②　昇格制度－最高号俸を含む高位号俸（最高号俸を含む上位17号俸）から昇格した場合の昇格号俸対応表の見直し
（２）給与構造改革経過措置の解消に伴う対応
　　給与改定・臨時特例法に基づく2013年4月1日の昇給回復は、同日31歳以上38歳未満の職員を対象に最大1号俸回復






民間給与


401,515円





公務員給与


401,789円





比較





較差△273円
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